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市 民 ・ 企 業 等 と の 協 働 の 状 況 （ 市 民 ・ 企 業 等 の 参 加 、 支 援 、 協 力 の 状 況 ）

■市民・企業等が参加しやすい環境づくり

■市民との連携、市民参加

■企業等との連携・協働
　 [資金協力]
　 [人材協力]
　 [情報協力]
　 [その他の協力]
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平 成 19 年 度 事 業 内 容 （ 決 算 ） 平 成 20 年 度 事 業 内 容 　（ 予 算 ）
  感染症法の改正により、病原体取り扱い施設として実験室を
整備する必要が生じたため、他都市の整備状況を参考とするた
め調査を行った。

　衛生研究所2F結核検査室及び前室(66㎡)を、三種病原体取
り扱い施設に適合するように、インターロック構造及び実験室内
の作業を監視できる構造を保有した施設に整備する。

担 当 保健福祉局衛生研究所生活科学課　吉田　℡ 841-8875
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　平成１９年の感染症法の改正施行に伴い、病原体管理体制・
感染症検査体制の整備を行う必要があり、従来の検査機能維
持のため、病原体の取り扱い施設として実験室の整備を行う。
また、感染症予防対策は、感染症の発生や流行状況の把握が
重要であることから、遺伝子レベルでの病原体検査体制を整備
する。

＜年 度 別 の 事 業 内 容＞
平成19年度：他地方衛生研究所の実験室整備状況の調査
　　　　　　　　予算の節約及び適切な整備内容の検討
平成20年度：実験室整備

平 成 20 年 度 第 ２ 次 新 ま ち づ く り 計 画 事 業 進 行 調 書 （ そ の １ ）

計画体系ｺｰﾄﾞ 4-3-2 事業名 市民が安全に暮らせるための感染症検査体制の拡充
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《全体》

[19年度]　他政令市衛生研究所等の調査の結果、他都市ではインターロックドア構造や実験室内の作業を監視できる設備が整備さ
れていることが判明した。

[20年度]　調査結果を踏まえて実験室整備内容の見直しを検討する。遺伝子レベルでの病原体検査体制の整備に必要な遺伝子抽
出装置ついては、経費節約のため現有機器設備の範囲での充実を検討する。

計　画　と　の　差　異  (　予　算　・　事　業　内　容　・　規　模　・　時　期　等　)
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項  目 19年度 22年度

　札幌市衛生研究所の場合、インターロックドア構造や実験室内
の作業を監視できる設備が必要と判明した。実験室整備工事を行
うにあたっては、適切な工事内容を再精査する。

　感染症法改正に伴う実験室整備にあわせて実施を予定してい
た、感染症予防対策としての遺伝子レベルでの病原体検査体制
の整備に必要な遺伝子抽出装置ついては、現有機器・設備の範
囲での充実を検討する。

今   後   の   事  業  の  予  定  ・ 方  向
　感染症法改正にあわせて三種病原体取り扱い施設の届出を行ったので、実験室整備のうち、インターロック又は準ずる二重扉につ
いては経過措置がないため速やかに必要な整備を完成させ、バイオテロ対策、病原体検査の安全確保のための基盤整備を完了させ
る。

事業名 市民が安全に暮らせるための感染症検査体制の拡充

評    価　（　成　果　） 課    題

計画体系ｺｰﾄﾞ 4-3-2

平 成 20 年 度 第 ２ 次 新 ま ち づ く り 計 画 事 業 進 行 調 書 （ そ の ２ ） （単位：千円）
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事　業　費　の　進　捗　率 　（19年度実績事業費＋20年度予算事業費） ／ （計画事業費） 44.5%

0
0

0
0


